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　１．松戸市、千葉県及び全国の高齢者数及び高齢化率（各年４月１日現在）

（単位　人）

人　　口 496,961 498,994 498,318 497,089 △ 1,229 -0.25%
高齢者数 126,497 127,717 128,669 128,923 254 0.20%

前期高齢者数 （65歳以上 75歳未満） 62,505 61,648 61,576 59,637 △ 1,939 -3.15%
後期高齢者数 （75歳以上） 63,992 66,069 67,093 69,286 2,193 3.27%

25.5% 25.6% 25.8% 25.9% ― ―
人　　口 6,308,561 6,321,366 6,319,128 6,305,476 △ 13,652 -0.22%
高齢者数 1,688,646 1,708,872 1,725,745 1,735,128 9,383 0.54%

前期高齢者数 （65歳以上75歳未満） 859,351 851,679 857,255 834,335 △ 22,920 -2.67%
後期高齢者数 （75歳以上） 829,295 857,193 868,490 900,793 32,303 3.72%

26.8% 27.0% 27.3% 27.5% ― ―
人　　口 126,230,000 125,960,000 125,410,000 125,190,000 △ 220,000 -0.18%
高齢者数 35,740,000 36,050,000 36,300,000 36,260,000 △ 40,000 -0.11%

前期高齢者数 （65歳以上75歳未満） 17,440,000 17,420,000 17,600,000 17,230,000 △ 370,000 -2.10%
後期高齢者数 （75歳以上） 18,300,000 18,630,000 18,700,000 19,030,000 330,000 1.76%

28.3% 28.6% 28.9% 29.0% ― ―
※松戸市人口については、住民基本台帳による。

※千葉県人口については、県統計課「千葉県年齢別・町丁字別人口」による。

※全国人口については、政府統計の総合窓口「年齢(5歳階級)、男女別人口 」による。

千葉県

高齢化率

全国

高齢化率

令和4年4月1日令和元年４月１日 令和2年4月1日 令和3年4月1日 前年との比較
（R4.4.1-R3.4.1）

松戸市

高齢化率
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・松戸市の人口・高齢化率

370,464人 371,277人 369,649人 368,166人 368,632人 366,750人 364,868人

62,505人 61,648人 61,576人 59,637人 59,284人 57,007人 54,730人

63,992人 66,069人 67,093人 69,286人 69,460人 72,214人 74,968人

25.5% 25.6% 25.8% 25.9% 25.9% 26.1% 26.2%
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２．要介護（要支援）認定者数の計画値と実績　（各年度 10月1日現在）

（単位　人）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

計画値 122,568 126,621 129,346 132,078 128,744 129,221

実績値 123,906 125,704 127,163 128,267 129,016 128,994

計画値 21,404 21,011 22,171 23,330 23,425 24,237

実績値 19,868 20,902 21,963 22,419 23,545 24,329

計画値 17.46% 16.59% 17.14% 17.66% 18.20% 18.76%

実績値 16.03% 16.63% 17.27% 17.48% 18.23% 18.86%

※高齢者数については、住民基本台帳による。
※認定者数は介護保険事業状況報告による。
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3



３．要介護認定の状況（各年度実績）

（単位　件）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

18,134 20,233 15,604 22,416

新規申請 7,058 7,164 7,167 7,740

更新申請 9,407 11,237 6,316 12,394

変更申請 1,669 1,832 2,121 2,282

1,511 1,686 1,300 1,868

（２）介護認定審査会実施状況 認定審査会正副委員長会議資料より（令和2年度は開催中止）

（単位　回）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

487 479 449 481

40.5 39.9 37.4 40.1

21 21 21 21

1.9 1.9 1.8 1.9

※ 平成30年５月２５日審査会より、要介護認定等の簡素化を開始。

開 催 回 数

月平均開催回数

部会数

１部会当たりの
月平均開催回数

（１）申請受付状況 認定審査会正副委員長会議資料より（令和2年度は開催中止）
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※ 平成30年度認定有効期間の上限が36ヶ月に延長されたことにより、令和３年度申請数増加。

更新申請のうち臨時的取扱いの割合は、令和２年度約59％、令和３年度約71％
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４．介護保険認定者数とサービス利用者数の推移

介護保険認定者数とサービス利用者数の推移　（各年度 10月1日現在）
（単位　人）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

認 定 者 数 19,868 20,902 21,963 22,419 23,545

介護（予防）サービス
利用者数

14,904 15,387 16,048 16,158 16,831

介護予防・生活支援
サービス事業のみ利用者数

1,406 1,404 1,500 1,409 1,321

利 用 者 （ 計 ） 16,310 16,791 17,548 17,567 18,152

利 用 率 82.1% 80.3% 79.9% 78.4% 77.1%

※認定者数は介護保険事業状況報告より

※介護予防・生活支援サービス事業のみ利用者：介護予防訪問介護相当と介護予防通所介護相当のサービスのみを利用した人数
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５．介護保険サービス利用者数の見込みと実績 (単位：人/月）

令和2年度
実績値

令和3年度
実績値（A）

令和3年度
計画値（B）

計画値と実績値との
差（A）-（B）

介護サービス 訪問介護 3,936 4,148 4,055 93
訪問入浴介護 243 270 247 23
訪問看護 1,438 1,613 1,589 24
訪問リハビリテーション 342 393 391 2
居宅療養管理指導 4,491 4,813 4,723 90
通所介護 3,902 3,965 3,993 △ 28
通所リハビリテーション 990 985 1,046 △ 61
短期入所生活介護 784 789 868 △ 79
短期入所療養介護 55 42 69 △ 27
特定施設入居者生活介護 1,097 1,065 1,139 △ 74
福祉用具貸与 6,170 6,570 6,466 104
特定福祉用具販売 108 123 134 △ 11
住宅改修 77 74 75 △ 1
居宅介護支援 9,384 9,753 9,762 △ 9

介護予防サービス 介護予防訪問入浴介護 1 0 1 △ 1
介護予防訪問看護 147 180 164 16
介護予防訪問リハビリテーション 52 50 53 △ 3
介護予防居宅療養管理指導 284 315 309 6
介護予防通所リハビリテーション 297 305 307 △ 2
介護予防短期入所生活介護 10 11 16 △ 5
介護予防短期入所療養介護 2 0 2 △ 2
介護予防特定施設入居者生活介護 147 147 157 △ 10
介護予防福祉用具貸与 1,299 1,441 1,384 57
介護予防特定福祉用具販売 31 37 35 2
介護予防住宅改修 35 38 46 △ 8
介護予防支援 1,623 1,762 1,715 47

施設サービス 介護老人福祉施設 1,736 1,777 1,797 △ 20
介護老人保健施設 967 1,037 1,024 13
介護療養型医療施設 72 66 72 △ 6
介護医療院 44 46 45 1

地域密着型サービス 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0
認知症対応型通所介護 45 45 53 △ 8
小規模多機能型居宅介護（予防含む） 186 175 196 △ 21
認知症対応型共同生活介護（予防含む） 627 626 649 △ 23
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 114 114 116 △ 2
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 62 82 77 5
看護小規模多機能型居宅介護 156 188 163 25
地域密着型通所介護 1,508 1,468 1,649 △ 181

※10月1日時点の値

※令和3年度計画値は、いきいき安心プランⅦまつどより

※実績値は介護保険事業状況報告より

サービスの種類
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６．指定事業者等の状況（令和4年3月末現在）

（1）介護予防支援事業者（地域包括支援センター）数 16 事業所

（2）居宅介護支援事業者数 145 事業所

（3）サービス種類別の居宅サービス事業所数

介護事業所数
介護予防サービス

事業所数
総合事業
事業所数

1 訪問介護（ホームヘルプサービス） 141 - 77
2 訪問入浴介護 6 6
3 51 51
4 3 3
5 通所介護（デイサービス） 87 - 111
6 通所リハビリテーション（デイケア） 22 21
7 短期入所生活介護（ショートステイ） 37 34
8 短期入所療養介護（ショートステイ） 13 13
9 福祉用具貸与 34 33

10 特定福祉用具販売 34 34
11 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等での介護） 31 31

（4）地域密着型サービス事業者数

事業所数 予防サービス事業所

1 認知症対応型通所介護 4 4
2 小規模多機能型居宅介護 11 11
3 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 38 38
4 6 －

5 9 －

6 75 -

7 1 -

8 1 -

事業所数 ベッド数

1 4 116

（5）施設数

事業所数 ベッド数

1 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 20 1,739床

2 介護老人保健施設 12 1,150床
3 介護療養型医療施設 1 114床

 ※居宅療養管理指導は医療みなしのため未掲載

種類

地域密着型通所介護  ※総合事業事業所数は上記通所介護
におけるみなし事業所数に含まれる。

療養通所介護 

夜間対応型訪問介護

種類

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（小規模特養）

看護小規模多機能型居宅介護(旧複合型サービス)

種類

訪問看護ステーション

訪問リハビリテーション

種類

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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７．地域支援事業等の実施状況（令和４年 3 月末現在） 

地域支援事業とは（介護保険法第六章） 

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業及び、任意事業で構成される。 

（1）介護予防・日常生活支援総合事業

要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び、地域における自立した日常生活の支援の

ための施策を、総合的かつ一体的に実施する。

①介護予防・生活支援サービス事業

要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防訪問介護等のサービスに加え、住民主体の支援等も含め、

多様なサービスを実施。

対象 事 業 内 容 実施状況 

要
支
援
１
・
２
／
事
業
対
象
者

訪問型サービス 

従前の訪問介護相当 

平成 27 年４月から実施 
R4.3 サービス利用分   （単位：人） 

事業対象者 要支援 1 要支援 2   計 

135 352 584 1,071 

多様なサービス 

・緩和型(A)と住民主体型(B)

平成 28 年 3 月から訪問型元気応援サービス開始。 
利用数 : 緩和型(A) 1,023 人住民主体型(B) 142 人 
※移動支援は、住民主体型(B)の中に位置づけ、
付き添い支援として実施

通所型サービス 

従前の通所介護相当 

平成 27 年４月から実施 
R4.3 サービス利用分   （単位：人） 

事業対象者 要支援 1 要支援 2   計 

371 691 889 1,951 

多様なサービス 

・短期集中予防サービス （通所型 C）

平成 27 年 10 月から「いきいきトレーニング」とし
て単一型が開始。平成２９年 10 月から機能強化型が
開始。 
令和 3 年度：参加者 45 人、中止２人 
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その他の生活支援サービス 多様な主体による生活支援サービス  未実施 

介護予防ケアマネジメント 

高齢者の自立支援及び介護予防推進に向けて、

適切な介護予防ケアマネジメントのために、介

護支援専門員の資質向上を図る。 

ケアマネ対象研修会等の開催

令和４年１月２８日（金）に実施。 

【内容】 

講演 自立（自律）支援に向けた介護予防ケアマネ

ジメント～「本人の意欲」を動機づけるアセスメン

トとプランニング～

チェックリストを活用したアセスメント及び本人

の意欲をプランに反映させる手法について学ぶ。   
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②一般介護予防事業

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や

通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地域において自立支援に資する取組を推進し、要介護状態と 

なっても生きがい・役割をもって生活できる地域の実現を目指す。 

対象 事 業 内 容 実施状況 

６
５
歳
以
上
の
人

介護予防把握事業 

高齢者実態把握のための調査 

６５歳到達者のうち一般高齢者に実態把握調査を実

施。回答者の希望があった方の情報は、地域包括支援セ

ンターに提供し対応。

７５歳到達者のうち一般高齢者に実態把握調査を実

施。未回答者には松戸市民生委員児童委員協議会の協力

による訪問調査を実施。 

なお、回答者の同意があった方の情報は、民生委員・

地域包括支援センターに提供し対応。 

①アンケート調査票送付

時期：令和３年７月

人数：65 歳到達者 4,816 人

75 歳到達者 3,918 人 

②アンケート未回答者に対する訪問調査

時期：令和３年 10 月～１2 月

件数：528 件

③アンケート調査結果報告書を作成

④情報提供

時期：令和４年２月

(１)65 歳到達者

・地域包括支援センター

件数：72 件

(２)75 歳到達者

・地域包括支援センター

件数：312 件

・民生委員

件数：175 件

介護予防普及啓発事業 広報、各種パンフレット等で情報提供 
市役所、地域包括支援センター、介護関係の講演会等

で配布、広報掲載・特集号の発行 
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介護予防教室等の実施 第 2 回運営協議会にて報告済み 

意識啓発や醸成のための講演会等を検討 

平成 27 年 12 月から元気応援キャンペーン開始 

登録数 121 団体（独自サービス２２、活動場所の提

供２３、元気応援くらぶ 72） 

地域介護予防活動支援

事業 

※令和３年度より重層

的支援体制整備事業と

して実施 

居場所や介護予防に資する活動 

○企業・団体・個人等から「通いの場」の活動場所の

提供 

平成 27 年 12 月から実施：23 箇所 

〇通所型元気応援くらぶ 

平成 28 年 3 月から実施： 72 団体 

社会参加及び地域貢献するとともに、高齢者の自ら健康

増進を図り介護予防につなげることを目的としたボラ

ンティア活動

○介護支援ボランティア制度の実施

・平成 29 年度より対象者及び受入機関を拡大

 対象者：松戸市在住の高齢者

（要介護認定等の有無は問わない） 

 受入機関：高齢者関連施設・子ども関連施設・

障害関連施設

 高齢者関連施設入所者における介護支援ボラ

ンティアを特別養護老人ホームにて開始した。

・ボランティア登録人数： 573 人（うち入所者 26

人）活動者 102 人（うち入所者 15 人）

・受入機関：101 か所

（うちこども関連 8、障害関連 11）
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一般介護予防事業評価

事業 

住民主体の介護予防に資する活動を推進し、さらにその

介護予防の効果について科学的根拠を千葉大学予防医

学センターと共に研究（検証）する 

※千葉大学予防医学センターとの共同研究によるエビデ

ンスを持って、都市型介護予防モデルの標準を確立する

○平成 28 年度～令和 3 年度（毎年１回）

一般高齢者向け調査「健康とくらしの調査」を実施

〇平成 29 年度～令和 3 年度 

プロボノ（仕事の経験やスキルを活かしたボランテ

ィア）ワーカーが、地域団体の課題に対して短期間で

具体的に解決する取組みを実施。令和 3 年度は「プロ

ボノ MATSUDO2021」を実施し、ボランティア（プ

ロボノワーカー）6 人が 5 団体を支援。

地域リハビリテーショ

ン活動支援事業

ケアマネジャー（介護予防）対象のリハビリ専門職によ

るアセスメント支援 

平成 28 年 11 月から開始（非常勤理学療法士） 

平成 29 年 10 月から市内２事業所に業務委託をして

実施。  

令和３年度実施件数 0 件（新型コロナウイルスのた

め事業中止中） 
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（2）包括的支援事業

地域包括ケアシステムの構築のため、包括的支援事業の「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」

「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの体制整備」に係る事業を充実させる。 

事業等 内 容 実績・実施状況 

地域包括支援センターの運

営 

※令和３年度より重層的支

援体制整備事業として実施 

高齢者の総合相談、介護予防、権利擁護、包括的継続

的ケアマネジメント 
第 2 回運営協議会にて報告済み 

地域ケア会議の推進 

地域包括支援センターが開催し、個別事例の検討を通

して、地域のネットワークの構築、ケアマネジメント

支援、地域課題の把握及び解決への取組 

第 2 回運営協議会にて報告済み 

在宅医療・介護連携推進事業 

地域の医療・介護関係者による会議の開催、在宅医 

療・介護関係者の研修等を行い、在宅医療と介護サー 

ビスを一体的に提供する体制を構築（松戸市医師会に 

委託） 

ア：地域の医療・介護の資源の把握

イ：在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

ウ：切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推

進 

エ：医療・介護関係者の情報共有の支援

オ：在宅医療・介護連携に関する相談支援

カ：医療・介護関係者の研修

キ：地域住民への普及啓発

ク：在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

・居宅介護支援事業所のハンドブック作成

・（看護）小規模多機能事業所の情報分析及び分析

内容に基づき研修会を実施 

・地域ケア会議のレポートの分析

・在宅医療への新規参入支援の実施

・相談支援件数 242 件

・アウトリーチ（訪問支援）件数 43 件

・新型コロナウイルス感染症対策をテーマにオン

ラインで市民向け講演会を開催

・医療・介護関係者を対象にアウトリーチ事例検

討会を開催 

・地域 ICT システム充実のための検討
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認知症施策推進事業 

認知症の人や家族の支援体制づくり 

① 認知症初期集中支援チーム

平成 27 年 9 月からチーム稼動開始 

認知症の人及びその家族へ早期に適切な支援を行う、

国の基準を満たす専門医及び研修を受けた専門職で構

成されるチームを設置 

・令和 3 年度実績

  委託型包括チーム（15 チーム）32 事例 

  訪問回数（15 チーム計）191 回（延数） 

② 認知症地域支援推進員

地域の実情に応じた認知症施策の構築（認知症施策や

事業の企画調整等）を行う、養成を受けた専門職の配

置 

・令和 3 年度実績

市職員 4 名

包括職員 46 名

生活支援サービス体制整備 

事業 

※令和３年度より重層的支

援体制整備事業として実施 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進のための生活支

援体制の整備 

・平成３０年度：支え合う地域づくり勉強会や高齢者支

援連絡会などの住民主体の取組みと連携を図りつつ、

地域ケア会議（松戸市地域ケア会議、地域包括ケア推

進会議）など既存の会議の枠組みを活用して協議体に

係る議論を実施。

・令和元年度：第２層生活支援コーディネーターとして、 

新たにまつど NPO 協議会に業務委託し、地域のコー

ディネート機能の充実を図った。

・令和２年度：これまで第２層生活支援コーディネータ

ーを見直し、まつど NPO 協議会に一本化した。コロ

ナ禍においても、２層ワーキング等を通じ、地域課題

を把握し、各地区で地域づくり交流会を開催した。 

・令和 3 年度実績

第１層 協議体（松戸市地域ケア会議）２回実施 

第２層 協議体（地域包括ケア推進会議）2９回実  

施 
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（3）任意事業

①介護給付費適正化事業  介護給付及び予防給付に係る費用の適正化を図る。 

②家族介護支援事業  要介護者の介護を行う家族等に対し、必要な支援を行う。 

事業等 内  容 指標 R1 R2 R3 

家族介護継 

続支援事業 

家族介護慰労金 

支給業務 

介護サービスを利用せず在宅で介護をしている

家族への慰労金 
利用者数 3 人 ４人 ４人 

介護教室 

の開催 
家族介護講座 

実際に在宅で介護を行う方法や心構えを学ぶた

めの講座 
参加者数 1５１人 

0 人 

※新型コロナウイル

スの影響で実施なし

0 人 

※新型コロナウイルス

の影響で実施なし

認知症高齢

者見守り事

業 

徘徊高齢者家族 

支援業務 

徘徊高齢者の位置情報を探索できる機器の利用

料の助成 
利用者数 2 人 5 人 5 人 

あんしん一声 

運動業務 

①オレンジ声かけ隊

認知症サポーター養成講座を受けた方の中で

「あんしん一声運動」に賛同した個人・団体 

登録延数 

3,667 人 

227 団体 

辞退者あり 

3,786 人 

227 団体 

辞退者あり 

3,962 人 

210 団体 

辞退者あり 

②オレンジ協力員

オレンジ声かけ隊の中で、更に積極的に実践活

動をするボランティア 

登録者延数 819 人 

辞退者あり 

946 人 

辞退者あり 

1,055 人 

辞退者あり 

※家族介護用品支給業務（在宅で紙おむつを利用し介護している家族への支援）・・・令和３年度より保健福祉事業にて実施

Ｒ３年度 利用枚数 18,935 枚 
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③その他の事業

事業等 内  容 指標 R1 R2 R3 

成年後見制度利用支援事業 
制度の普及啓発、関係機関との連携による申立

の支援 
利用者数 第 2 回運営協議会にて報告済み 

認知症サポーター等養成講座 

認知症に関する正しい知識と対応の基本的な心

構えを普及・啓発するために、地域や学校、職

域など幅広く様々な年代に対して講座を開催 

受講者延数 

講座実施数/年 

28,101 人 

84 回 

29,111 人 

62 回 

31,107 人 

105 回 

地域自立生活支援事業 

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業 

シルバーハウジング

生活援助員派遣業務 

高齢者向け市営住宅へ生活援助員を派遣し、 

日常生活の援助等を行う 

１世帯あたり
の相談件数 

28.9 回 32.0 回 29.9 回 

介護サービスの質の向上に資する事業 

介護相談員派遣事業 
介護施設等を訪問し、利用者の相談に応じる等

によりサービスの質の向上を図る ※P20 参照 
派遣施設数 85 施設 81 施設 81 施設 

地域資源を活用したネットワーク形成に資する事業 

配食サービス業務 
外出及び食事の用意が困難な高齢者に夕食を 

届けることにより安否確認を行う 
利用者数 209 人 203 人 202 人 

緊急通報装置貸与事業 
独居高齢者に対し、急病等の緊急時の通報や 

相談等ができる機器を貸与する 
利用者数 1,415 人 1,352 人 1,305 人 
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　【介護給付費適正化事業（令和4年3月末現在）】

国が進めている５つの「適正化主要5事業（★）」については、松戸市では現在、すべて取り組んでいる。

(1) 要介護認定の適正化　★
・新規の認定調査は、法律の規定のとおり、原則市職員が実施。（令和3年度：7,136件）
・変更申請の認定調査の市職員による実施。
・委託している認定調査票のチェック・点検をすべて市職員等が実施。（令和3年度：1,921件）
・認定調査の質の向上を目的として、市開催の研修会を実施。

〔研修実施状況〕 Ｈ30 R1 R2 R3
1回 1回 2回 2回

61人 61人 32人 33人

(2) ケアマネジメント等の適正化
① ケアプランの点検　★

〔実施状況〕 Ｈ30 R１ R２ R3
実施事業所数 38 40 6 30

0 0 0 0
※平成２９年度までは、運営基準減算等による返還を含む
※令和２、３年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、縮小して実施。

認定調査員新規研修

事業所に訪問し、事前提出のあった介護支援専門員１人につき１ケースの事例を用いて、算定確認シートを作成する。利用者を取り巻く
環境やＡＤＬについて聞き取りを行い、参加者全員で内容を検討しながら実施することで、介護支援専門員の気づきを促し、根拠あるケ
アプランの作成手法における普遍化を目指す。

平成２９年度までは運営基準に沿ったプラン作成の有無についても確認していたことから、運営基準減算による返還があった。
平成３０年度より居宅介護支援事業所の指定権限が県から市に移譲され、運営基準は実地指導にて確認している。

うち返還があった事業所数※
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② 研修会の実施
〔実施状況〕 Ｈ30 R１ R２ R3

市職員による なし なし なし なし

外部講師による 1月24日 2月7日 なし 2月15日
146事業所（258人） 130事業所（248人） 125事業所（234人）

（主任CM対象） 1月20日 2月9日 なし
40事業所（49人） 35事業所（41人）

市職員による 4月23日 なし なし なし
5事業所（５人）

外部講師 10月30日
67人
オンライン開催

※1 平成30年度より居宅介護支援事業所の権限が県から市へ移譲された為、同時期に集団指導を実施。
また、新規指定の居宅介護支援事業所に対し、個別に新規居宅介護支援事業者研修会の内容を伝達している為
合同研修はなしとなっている。

※2 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、中止。

※3 介護支援専門員協議会研修会 　講師：西片医療福祉研究会　山田　美代子　氏

③ 住宅改修等の点検　★

介護支援専門員協議会研修会

すべての事前申請及び事後申請について、被保険者の疾患、既往歴、麻痺や筋力低下の有無、移動の状況、家族状況、家屋状況、サービ
ス利用状況などを、認定調査票、主治医意見書、サービス利用実績などから把握した上で、提出された住宅改修が必要な理由書の内容、
図面、工事前写真を確認し、工事内容とその必要性が妥当であるかを書類で審査している。また、必要に応じて、担当ケアマネジャー、
施工業者に連絡を取り、工事内容の詳細や、被保険者の現状の身体状況を確認している。そのうち、特に必要と認められるものについて
は、現地確認を行い、住宅改修の必要性を確認している。

　内容：「看取り期とケアマネジメント～ケアマネジャーの貢献の点検～」

新規居宅介護支援事業者研修会

居宅介護支援事業者研修会

※2

※1

※1

※2

※1

※1

※2

※1

※1

※3
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(3) 事業所のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化
① 縦覧点検・医療情報との突合等（国保連合会の介護給付適正化システムの活用による点検）　★

国保連合会から提供されるデータを活用し、疑義のある請求に関して事業者へ確認する。

居宅介護支援費
の請求確認

軽度者に対する福
祉用具貸与確認

短期入所サービ
ス利用者の請求

医療費と介護情
報の突合

件数 263 7 14 95
事業所数 116 3 12 77
件数 33 4 0 43
金額（円） 461,151 46,098 0 790,199

② 介護給付費通知　★

Ｈ30 R1 R2 R3
発送数 21,153 21,971 22,337 22,986

(4) 給付実績の活用
適正化主要5事業の推進と合わせ、国保連合会から提供される給付実績に係る帳票を活用し、適正化を図る。
なお、給付実績の活用は、保険者機能強化推進交付金の評価指標になっていることから、平成30年度から
実施するものとする。
〔令和3年度　実施状況〕
実施時期　令和3年11月
内容の概要 認定調査状況と利用サービス不一致一覧表に記載されている(看護)小規模多機能型認知症

　加算Ⅰ・Ⅱに係る請求についての確認を実施。
結果 ２事業所３２件　返還額　267,943円（令和2年8月～令和3年7月サービス提供分）

うち返還となった
もの

介護サービスを受けている利用者に、一年間の利用実績として「介護給付費通知書を送付し、実際に使用した
サービスとの整合性を確認していただくとともに、年間の費用額を認識していただく。（毎年2月発送）

〔令和3年度　実施状況〕

照会実施数
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　【介護相談員派遣事業（令和４年3月末現在）】

（1）目的

事態を未然に防ぐとともに、サービスの質の向上を図る。

（2）活動内容
・介護サービスの事業所を訪問し、介護サービスの現状を把握する。
・介護サービス利用者の相談に応ずる。
・事業所の管理者や介護相談員担当者と意見交換をする。
・事業所の行う行事に参加する。
・介護相談員連絡会（月1回程度）に参加する。
・三者（施設・相談員・事務局）合同意見交換会（年1回）に参加する。

（3）介護相談員派遣受託施設

介護老人福祉施設（地域密着型含む） 24 ヶ所 24 ヶ所 24 ヶ所

介護老人保健施設 13 ヶ所 12 ヶ所 12 ヶ所

認知症対応型共同生活介護 39 ヶ所 36 ヶ所 36 ヶ所

短期入所生活介護 9 ヶ所 9 ヶ所 9 ヶ所

合   計 85 ヶ所 81 ヶ所 81 ヶ所

（4）介護相談員数

介護相談員数 32 人 30 人 26 人

※令和2年2月より新型コロナウイルス感染症拡大防止のため派遣休止中。

　介護相談員を施設の規模に応じ1名から3名程度、1施設に月1回程度派遣し、日常的な生活や行事に
参加するなかで、利用者の相談に応ずることで、利用者の疑問・不満や不安の解消を図り、苦情に至る

令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度
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８．介護保険料の賦課・徴収の状況

（１）令和３年度 介護保険料収納状況（令和４年3月末現在） （単位：円）

対予算額 対調定額

8,189,943,000 ▲ 4,931,000 8,185,012,000 8,335,367,940 8,260,106,913 0 75,261,027 100.92% 99.10%
20,000,000 ▲ 99,000 19,901,000 212,942,638 29,977,296 72,276,372 110,688,970 150.63% 14.08%

8,209,943,000 ▲ 5,030,000 8,204,913,000 8,548,310,578 8,290,084,209 72,276,372 185,949,997 101.04% 96.98%

（２）令和３年度 所得段階別被保険者数（令和４年3月末現在 ）　※人数は令和３年度保険料賦課人数：年度途中・資格取得・喪失含む

第1段階 基準額×０．２８ 1,570 22,837 17.1%

第2段階 基準額×０．４３ 2,410 9,480 7.1%
第3段階 基準額×０．６７ 3,750 9,698 7.3%
第4段階 基準額×０．９ 5,040 17,863 13.4%
第5段階 基準額×１．０ 5,600 16,054 12.0%
第6段階 基準額×１．１ 6,160 16,112 12.1%
第7段階 基準額×１．２５ 7,000 19,216 14.4%
第8段階 基準額×１．５ 8,400 10,426 7.8%
第9段階 基準額×１．６ 8,960 4,775 3.6%

第10段階 基準額×１．７ 9,520 2,269 1.7%
第11段階 基準額×１．９ 10,640 1,184 0.9%
第12段階 基準額×２．０５ 11,480 690 0.5%
第13段階 基準額×２．１５ 12,040 510 0.4%
第14段階 基準額×２．２５ 12,600 341 0.3%
第15段階 基準額×２．３５ 13,160 290 0.2%
第16段階 基準額×２．４５ 13,720 859 0.6%
第17段階 基準額×２．５５ 14,280 415 0.3%
第18段階 基準額×２．７５ 15,400 599 0.4%

合　計 133,618 100.00%

比率

不納欠損額(E)
収入未済額
(C)-(D)-(E)

収納率

現年度

過年度

合　　計

当初予算額(A) 補正予算額(B) 予算現額(A)+(B) 調定額(C) 収入済額(D)

所得段階 所　得　区　分 保険料算出方法 月額（円） 人数（人）

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が６００万円以上で、７００万円未満の人

・老齢福祉年金受給者で、市民税世帯非課税の人
・生活保護を受給している人
・世帯全員が市民税非課税で前年の合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下 の人

・世帯全員が市民税非課税で前年の合計所得金額＋課税年金収入額が１２０万円以下 の人

・世帯全員が市民税非課税で、第１段階・第２段階に該当しない人

・世帯に市民税課税の方がいて、本人が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の人

・世帯に市民税課税の方がいて、本人が市民税非課税で４段階に該当しない人 基準額

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１２０万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１２０万円以上で、２００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が２００万円以上で、３００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が３００万円以上で、４００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が４００万円以上で、５００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が５００万円以上で、６００万円未満の人

○所得段階の設定は今期においても１８段階を継続し、保険料基準額は前期5,500円から今期5,600
円に変更。
〇また、所得水準に応じたきめ細やかな保険料設定を行うため、第12段階から第18段階の保険料率
が各0.05引き上がるとともに、低所得者の保険料軽減として第1段階から第3段階までの保険料率の軽
減を前期から継続して実施。

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が７００万円以上で、８００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が８００万円以上で、９００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が９００万円以上で、１,０００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１,０００万円以上で、１,５００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１,５００万円以上で、２,０００万円未満の人

・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が２,０００万円以上の人
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９．介護保険特別会計令和３年度決算状況について
※比率は目安です

※剰余金と返還金及び積立金の差は前年度繰越金（令和4年度当初予算25,000千円）分。

 介護保険特別会計（決算）　概要説明図

歳 入 ( 財 源 ) 歳　　出
令和３年度

公費
　50％

保険料
50％

剰余金　9.3億円

令和4年度 国・県・市・支払基金・介護給付費等準備基金積立への返還金
7.9億円

積立金　1.2億円

保険給付費 349.1億円

総務費 8.1億円 （職員人件費･認定審査会費等）

保健福祉事業費、基金積立金・諸支出金 19.6億円
（準備基金への積立、国県市等への返還金（R2年度分）、保険料還付）

地域支援事業費 12.2億円
（介護予防事業 11億円/包括的支援事業等 1.2億円）

市 9.4億円 （職員給与費等繰入金）

市 22.7億円 （繰越金：R2年度剰余金相当）

第1号被保険者
82.9億円

(介護保険料)

市
46億円

県
52.5億円

国
82.7億円

第2号被保険者
97.2億円

市 4.9億円 (介護給付費等準備基金取り崩し・低所得者保険料軽減負担繰入金他）

保険給付費の 25％
(介護給付費負担金)

(調整交付金)

保険給付費の 12.5％
（介護給付費負担金）

保険給付費の 12.5％
（介護給付費繰入金）

保険給付費の 27％
（介護給付費交付金）

保険給付費の 23％

地域支援事業

地域支援事業
交付金

地域支援事業
費繰入金

地域支援事業
支援交付金

歳入収入済額 398.4億円 歳出決算額 389.1億円
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（歳入） （歳出） （単位　　円）

1 現年度分

8,189,943,000 8,185,012,000 8,335,367,940 8,260,106,913 予定収納率 98.12%
　（参考）H26当初　98.0％

1 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費

551,465,000 561,375,000 548,150,672 13,224,328
一般職人件費(55人）　 　382,900
介護保険管理事業    87,894
地域ケアシステム事業  771
番号制度導入事業　 　 10,249

2 過年度分 20,000,000 19,901,000 212,942,638 29,977,296 1 賦課徴収費 40,262,000 40,262,000 35,162,178 5,099,822 介護保険料賦課徴収事業

8,209,943,000 8,204,913,000 8,548,310,578 8,290,084,209 2 滞納処分費 3,000 3,000 0 3,000
2 使用料及
び手数料

2 手数料 1 総務手数料 1 総務手数料 1,000 1,000 300 300 項　計 40,265,000 40,265,000 35,162,178 5,102,822
3 国庫支出
金

1 国庫負担金 1 現年度分 6,419,099,000 6,419,099,000 6,735,520,409 6,735,520,409 居宅給付費    20%
施設等給付費 15%

3介護認定審査会
費

1 介護認定審査会
費 343,192,000 343,192,000 225,049,335 118,142,665 介護認定審査会運営事業

2 過年度分 0 0 0 0 4 運営協議会費 1 運営協議会費 708,000 708,000 553,040 154,960 介護保険運営協議会

2 国庫補助金 1 調整交付金 1 調整交付金 1,180,454,000 1,182,855,000 1,051,317,000 1,051,317,000 保険給付費 1.9％（計画値）
　（参考）H26当初　1.81％

5 趣旨普及費 1 趣旨普及費 6,578,000 6,578,000 5,119,778 1,458,222
2 地域支援事業
交付金

1 現年度分 346,431,000 347,821,000 342,513,700 342,513,700 介護予防事業費 20%
包括的支援事業・任意事業費 39% 942,208,000 952,118,000 814,035,003 138,082,997

3 保険者機能強
化推進交付金

1 保険者機能強
化推進交付金 69,660,000 69,660,000 69,660,000 69,660,000 2 保険給付

費
1 介護サービス等
諸費

1 介護サービス等
諸費 32,651,003,000 32,650,636,750 32,376,822,100 273,814,650

4 介護保険保険
者努力支援交付
金

1 介護保険保険
者努力支援交付
金

63,976,000 63,976,000 63,976,000 63,976,000 2 介護予防サービ
ス等諸費

1 介護予防サービ
ス給付費 701,327,000 701,327,000 688,213,564 13,113,436

5 介護保険事業
費補助金

1 事業費補助金 0 10,109,000 10,109,000 10,109,000 3 高額介護サービ
ス等費

1 高額介護サービ
ス等費 1,012,975,000 1,012,975,000 962,621,390 50,353,610

6 災害臨時特例
補助金

1 災害臨時特例
補助金 0 2,915,000 2,915,000 2,915,000 4 高額医療合算介

護サービス等費
1 高額医療合算介
護サービス等費 180,787,000 180,787,000 134,860,790 45,926,210

8,079,620,000 8,096,435,000 8,276,011,109 8,276,011,109 5 特定入所者介護
サービス等費

1 特定入所者介護
サービス等費 766,918,000 766,918,000 719,343,968 47,574,032

4 支払基金
交付金

1 支払基金交付
金

1 介護給付費交
付金

1 現年度分 9,542,594,000 9,464,598,000 9,385,943,599 9,385,943,599 第２号被保険者保険料 28%
6 その他諸費 1 審査支払手数料 29,946,000 30,312,250 30,312,250 0

2 過年度分 0 0 0 0 35,342,956,000 35,342,956,000 34,912,174,062 430,781,938
2 地域支援事業
支援交付金

1 現年度分 339,901,000 341,509,000 335,210,000 335,210,000 第２号被保険者保険料
　地域支援事業費（介護予防事業費） 28%

3 地域支援
事業費

1 介護予防・生活
支援サービス事業
費

1 介護予防・生活
支援サービス事業
費

1,029,626,000 1,029,626,000 952,400,114 77,225,886 訪問型サービス事業
通所型サービス事業

9,882,495,000 9,806,107,000 9,721,153,599 9,721,153,599 2 介護予防ケアマ
ネジメント事業費 154,585,000 154,585,000 114,242,026 40,342,974

5 県支出金 1 県負担金 1 介護給付費負
担金

1 現年度分 5,067,358,000 5,067,358,000 5,067,294,251 5,067,294,251 居宅給付費    12.5%
施設等給付費 17.5%

項　計 1,184,211,000 1,184,211,000 1,066,642,140 117,568,860
2 過年度分 0 530,000 530,694 530,694 2 一般介護予防事

業費
1 一般介護予防事
業費 46,934,000 52,888,000 43,278,117 9,609,883 (参考）H26年度予算

　二次・一次予防事業分を記載

2 県補助金 1 地域支援事業
交付金

1 現年度分 183,470,000 184,214,000 183,914,850 183,914,850 介護予防事業費 12.5%
包括的支援事業・任意事業費 19.5%

3 包括的支援事
業・任意事業費

1 包括的支援事業
費 2,135,000 2,135,000 1,563,470 571,530 (参考）H26年度予算

　包括的支援事業分を記載

5,250,828,000 5,252,102,000 5,251,739,795 5,251,739,795 2 包括的・継続的
ケアマネジメント支
援事業費

361,000 361,000 240,000 121,000

6 財産収入 1 財産運用収入
1 利子及び配当
金

1 預金利子収入 1,000 1,000 56,516 56,516 3 任意事業費 90,406,000 90,406,000 65,632,741 24,773,259

7 繰入金
1 一般会計繰入
金

1 一般会計繰入
金

1 介護給付費繰
入金 4,417,870,000 4,417,870,000 4,417,870,000 4,417,870,000 保険給付費 12.5%

4 在宅医療・介護
連携推進事業費 40,737,000 40,737,000 40,640,682 96,318

2 職員給与費等
繰入金 942,208,000 942,009,000 942,009,000 942,009,000 5 生活支援体制整

備事業費 0 0 0 0
3 地域支援事業
費繰入金 183,471,000 184,215,000 184,215,000 184,215,000 介護予防事業費 12.5%

包括的支援事業・任意事業費 19.5%

6 認知症総合支援
事業費 17,143,000 17,143,000 5,649,783 11,493,217

4 その他一般会
計繰入金 1,000 1,000 1,000 1,000 項　計 150,782,000 150,782,000 113,726,676 37,055,324
5　低所得者保険
料負担軽減繰入
金

463,562,000 487,552,000 487,552,000 487,552,000 4 その他諸費 1 審査支払手数料 4,421,000 4,421,000 3,120,450 1,300,550

6,007,112,000 6,031,647,000 6,031,647,000 6,031,647,000 1,386,348,000 1,392,302,000 1,226,767,383 165,534,617
1 介護給付費等
準備基金繰入金

1 介護給付費等
準備基金繰入金 455,434,000 1,000 1,000 1,000 4 保健福祉

事業費
1　保健福祉事業
費

1　保健福祉事業
費 39,332,000 40,062,755 40,062,755 0

455,434,000 1,000 1,000 1,000 39,332,000 40,062,755 40,062,755 0

6,462,546,000 6,031,648,000 6,031,648,000 6,031,648,000 5 基金積立
金

1 基金積立金
1 介護給付費等準
備基金積立金 1,000 413,610,000 413,610,000 0

8 繰越金 1 繰越金 1 繰越金 1 前年度繰越金 25,000,000 2,272,102,000 2,272,102,404 2,272,102,404 1,000 413,610,000 413,610,000 0
9 諸収入 1 延滞金、加算

金及び過料
1 第１号被保険
者延滞金 1 延滞金 1,000 1,000 797,429 797,429 6 諸支出金 1 償還金及び還付

加算金
1 償還金 15,001,000 772,964,000 769,823,169 3,140,831 国県等返還金　1

第1号被保険者還付金　15,000

2 第１号被保険
者加算金 1 加算金 1,000 1,000 0 0 2 第１号被保険者

還付加算金 10,000 0 0 0

3 過料 1 過料 1,000 1,000 0 0 項計 15,011,000 772,964,000 769,823,169 3,140,831

2 市預金利子 1,000 1,000 6,437 6,437 2 繰出金 1 他会計繰出金 174,583,000 739,939,000 739,937,691 1,309
3 雑入 1 雑入 1,000 1,000 190,165 190,165 第三者納付金　1

3 災害臨時特例補
助金 0 93,000 0 93,000

2 第三者納付金 0 0 734,428 734,428 189,594,000 1,512,996,000 1,509,760,860 3,235,140

5,000 5,000 1,728,459 1,728,459 7 予備費 1 予備費 1 予備費 10,000,000 9,269,245 0 9,269,245

37,910,439,000 39,663,314,000 40,102,750,760 39,844,524,391 37,910,439,000 39,663,314,000 38,916,410,063 746,903,937歳入合計

款　計

款　計

歳出合計

2 基金繰入金

項　計

款　計

款　計

款　計

款　計

款　計

項　計 款　計

款　計

目 当初予算 予算現額 決算額

款　計

1 第１号被保険
者保険料

2 徴収費

款　計

款 項

1 介護給付費負
担金

款　計

令和３年度　松戸市介護保険特別会計 決算案（総括）

款 項 目 節 当初予算 予算現額 調定額 収入済額 説明 不用額 説明

1 介護保険
料

1 介護保険料

参考
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当初予算額 予算現額 決算額 不用額

1,184,211,000 1,184,211,000 1,066,642,140 117,568,860
介護予防生活支援サービス事業費 1,029,626,000 1,029,626,000 952,400,114 77,225,886

訪問型サービス事業 269,460,000 269,460,000 257,971,870 11,488,130
通所型サービス事業 755,340,000 755,340,000 690,732,894 64,607,106

2,187,000 2,187,000 2,173,999 13,001
2,639,000 2,639,000 1,521,351 1,117,649

介護予防ケアマネジメント事業費 154,585,000 154,585,000 114,242,026 40,342,974
介護予防ケアマネジメント事業費 154,585,000 154,585,000 114,242,026 40,342,974

一般介護予防事業費 52,888,000 52,888,000 43,278,117 9,609,883
一般介護予防事業費 52,888,000 52,888,000 43,278,117 9,609,883

介護予防把握事業 10,362,000 10,362,000 8,066,338 2,295,662
介護予防普及啓発事業 27,584,000 27,584,000 20,902,341 6,681,659
地域介護予防活動支援事業　※1 0 0 0 0
一般介護予防事業評価事業 14,392,000 14,392,000 14,309,438 82,562

550,000 550,000 0 550,000
包括的支援事業・任意事業費 150,782,000 150,782,000 113,726,676 37,055,324

包括的支援事業費 1,562,000 1,562,000 1,051,804 510,196
361,000 361,000 240,000 121,000

権利擁護事業 1,201,000 1,201,000 811,804 389,196
地域包括支援センター事業　※1 0 0 0 0

任意事業費 90,406,000 90,406,000 65,632,741 24,773,259
介護給付等費用適正化事業 4,909,000 4,909,000 4,126,724 782,276
老人福祉施設等利用サービス供給事業 5,804,000 5,804,000 5,795,728 8,272
高齢者日常生活支援事業 14,482,000 14,482,000 9,628,634 4,853,366

配食サービス業務 11,470,000 11,470,000 9,228,466 2,241,534
家族介護慰労金支給業務 1,001,000 1,001,000 400,168 600,832
家族介護用品支給業務 ※２ 0 0 0 0
家族介護支援業務 2,011,000 2,011,000 0 2,011,000

介護保険円滑化事業 5,659,000 5,659,000 16,777 5,642,223
介護相談員派遣業務 5,659,000 5,659,000 16,777 5,642,223

高齢者成年後見制度利用支援事業 20,821,000 20,821,000 14,569,883 6,251,117
安心電話サービス事業 24,880,000 24,880,000 21,230,344 3,649,656

高齢者緊急通報装置関係業務 24,426,000 24,426,000 21,108,120 3,317,880
徘徊高齢者者支援業務 454,000 454,000 122,224 331,776

認知症高齢者見守り事業（あんしん一声運動業務） 13,851,000 13,851,000 10,264,651 3,586,349
在宅医療・介護連携推進事業費 40,737,000 40,737,000 40,640,682 96,318

在宅医療・介護連携推進事業 40,737,000 40,737,000 40,640,682 96,318
生活支援体制整備事業費　※1 0 0 0 0

協議体運営業務 0 0 0 0
0 0 0 0

認知症総合支援事業費 17,143,000 17,143,000 5,649,783 11,493,217
認知症初期集中支援業務 13,545,000 13,545,000 4,041,280 9,503,720

3,598,000 3,598,000 1,608,503 1,989,497
地域ケア会議推進事業 934,000 934,000 751,666 182,334

その他諸費 4,421,000 4,421,000 3,120,450 1,300,550
審査支払手数料 4,421,000 4,421,000 3,120,450 1,300,550

審査支払手数料 4,421,000 4,421,000 3,120,450 1,300,550
1,392,302,000 1,392,302,000 1,226,767,383 165,534,617

※1  上記３事業は令和３年度より重層的支援体制整備事業に移行したため、地域支援事業費での支出額はゼロとなっている。
厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jigyou/　参照

※2 家族介護用品支給業務は令和３年度より保健福祉事業へ移行したため、地域支援事業費での支出額はゼロとなっている。

生活支援コーディネーター活動支援

認知症地域支援・ケア向上業務

地域支援事業費計

令和３年度　地域支援事業費決算案

介護予防・生活支援サービス事業費

高額介護サービス等給付事業
高額医療合算介護サービス等給付事業

地域リハビリテーション活動支援事業

一般職・再任用職員人件費

参考
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介護保険特別会計決算額年度別推移

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
第８期計画

保険給付費決算額 30,732,746,101 32,786,622,838 33,722,271,829 34,912,174,062

居宅サービス給付費 12,429,377,842 13,186,711,294 13,717,135,809 14,372,248,105

施設サービス給付費 8,899,220,789 9,457,218,589 9,652,734,400 10,006,331,021

地域密着型サービス給付費 4,559,608,449 4,894,323,111 4,896,118,195 4,977,619,606

その他給付費 2,569,489,279 2,660,125,090 2,810,187,270 3,020,623,368

予防給付費(居宅） 395,010,016 416,823,346 393,749,315 401,243,204

予防給付費(地域密着） 16,391,707 21,811,085 25,005,751 24,260,257

予防給付費(その他） 213,763,401 239,853,201 242,541,497 262,710,103

高額介護サービス費 772,517,005 892,434,828 956,226,837 962,621,390

高額医療合算サービス費 27,694,645 128,993,790 133,189,399 134,860,790

特定入所者介護サービス費 823,029,868 860,311,004 866,757,656 719,343,968

審査支払手数料 26,643,100 28,017,500 28,625,700 30,312,250

地域支援事業費決算額 1,949,301,550 2,040,864,955 1,935,735,744 1,226,767,383

介護予防・日常生活支援総合事業費　※１ 1,199,347,632 1,249,918,522 1,112,289,021 1,109,920,257

うち訪問型サービス費 262,157,830 262,794,802 261,338,639 257,971,870

うち通所型サービス費 753,375,263 794,212,063 677,476,337 690,732,894

うち一般介護予防事業費 50,439,046 58,776,097 51,987,806 43,278,117

包括的支援事業費　※１ 579,482,040 602,567,311 637,906,675 1,051,804

任意事業費　※１ 113,222,597 118,269,628 106,084,130 65,632,741

在宅医療・介護連携推進事業費 35,383,077 40,153,500 40,629,100 40,640,682

生活支援体制整備事業費　※１ 15,238,555 21,095,058 29,889,122 _

認知症総合支援事業費 4,475,899 5,402,286 5,733,296 5,649,783

地域ケア会議推進事業　※２ _ _ _ 751,666

その他諸費（審査支払手数料） 2,151,750 3,458,650 3,204,400 3,120,450

※1 令和３年度より一部事業を重層的支援事業、保健福祉事業として実施しているため、地域支援事業としての決算額は減少している。

※2 令和３年度より重層的支援体制整備事業創設による地域包括支援センター事業の一般会計への移行に伴い、地域ケア会議関係費用を、地域ケア会議推進事業として設定。

第７期計画

参考
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